第１５章　賃金および労働
一般賃金水準の動き
　昭和49年のわが国の一般経済は、48年後半に発生した石油危機により加速化された物価上昇や消費者の購買意欲の減退による個人消費支出の低迷、民間設備投資、住宅投資の落込み等により、戦後初めてマイナス成長という異常な事態となり、また鉱工業生産も前年水準を下回って大幅に低下した。このような中で、労働力需給の緩和、操業率低下、残業カット等のきびしい不況対策によって労働経済面で深刻な事態に直面するようになった。
　49年の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果（大阪府分）からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計（サービス業除く、以下同じ）で173,678円で、春闘の大幅ベースアップや夏季の大型ボーナス支給に支えられ48年の大幅な伸び（24.6パーセント増）をさらに上回る26.2パーセント増と、40年代を通じて最高の伸びとなった。一方、実質賃金の動きをみると、名目賃金が大幅な伸びを示したものの、消費者物価（総理府統計局調べ、大阪市分）が24.2パーセントと大幅に上昇したため、実質賃金の伸び率は1.6パーセント増と前年を大きく下回る低い伸びにとどまった。
　現金給与総額を「定期給与」と「特別給与」にわけてみると、「定期給与」は121,626円で対前年比24.8パーセント増と大幅ベースアップに支えられ前年の伸び（19.5パーセント増）を上回った。また「特別給与」は52,052円で対前年比29.8パーセントの増加となった。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額についてみると、調査産業計で規模500人以上が194,211円で対前年比26.7パーセント増（48年23.9パーセント増）､規模100人から499人が176,333円で対前年比26.3パーセント増（48年26.0パーセント増）、規模30人から99人が156,241円で対前年比25.4パーセント増（48年22.9パーセント増）と各規模とも大幅に増加し、前年の伸びを上回った。
　この結果、規模500人以上を100とした賃金格差は、規模100人から499人が90.8 （48年90.7）、規模30人から99人が80.4 （48年81.4）となり、100人から499人規模では若干縮少したが、30人から99人規模では逆に拡大した。
　つぎに産業別平均賃金の動きをみると「電気・ガス・水道・熱供給業」が前年の伸び（16.3パーセント増）を大きく上回る27.2パーセント増の216,325円と初めて20万円台の大台にのった。以下「卸売業・小売業」（27.0パーセント増）、「製造業」（26.7パーセント増）、「運輸通信業」（26.2パーセント増）、「金融保険業」（25.6パーセント増）、「建設業」（21.6パーセント増）、「不動産業」（18.4パーセント増）の順となり、「卸売業・小売業」、「不動産業」は前年の伸びを大幅に下回ったが、他の産業は前年の伸びを上回った。
臨時給与の支給状況
　49年の夏季・年末臨時給与（ボーナス）をみると、調査産業計の１人平均支給額は夏季が260,785円で対前年比39.8パーセント増（48年30.4パーセント増）と春闘の大幅ベースアップの影響をうけて前年を大きく上回った。その反面、年末は314,382円で対前年比21.6パーセント増（48年43.7パーセント増）と前年の伸びを下回った。これは徐々に深刻化してきた不況の影響を受けたのをはじめ、インフレ手当や物価手当の支給がみられた48年年末に比べ49年年末にはこれらの支給がほとんどみられなかったことによるものである。
　また支給事業所数割合は夏季が全体の98.2パーセント（支給労働者数割合は98.1パーセント）で、年末が99.6パーセント（支給労働者数割合は99.8パーセント）､定期給与に対する１事業所平均支給割合は夏季が1.81ヵ月分（48年1.69ヵ月分）､年末が2.14ヵ月分（48年2.25ヵ月分）となった。
労働時間の動向
　49年の平均月間総実労働時間は174.1時間で対前年比4.1パーセント減と、かつてない大幅な減少となった。また所定外労働時間は12.9時間で対前年比18.8パーセントの減少と前年（0.6パーセント増）を大きく下回った。これは不況対策としての操業短縮や残業カット等の影響によるものと思われる。
労働市場と雇用の動向
　49年における府下の労働市場は前年からの総需要抑制策の浸透により、生産調整や減産が実施され一時帰休、希望退職者の募集、採用の手控え等の雇用調整策が進み、労働力需給のひっ迫の度を徐々に緩和する方向へと進んできた。
　府下職業安定所の職業紹介状況をまとめた統計をみると、49年の新規求人数は34,489人で対前年比40.6パーセント減（48年19.8パーセント増）と大幅な減少となった。これに対して、新規求職者数は20,722人で対前年比12.0パーセント増（48年18.6パーセント減）と前年を大幅に上回った。この結果新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は1.7倍となり前年より1.4ポイントも減少し、労働力需給もひっ迫から緩和へと大きな変化が現れた。
　また常用雇用の動きを昭和45年平均を100とした常用雇用指数でみると、100.9で前年に比べ1.6パーセントの減少となり、戦後一貫して増加を保っていた常用雇用の動きも47年・48年には増減なしとなり、ついに49年では増加に終止符をうち減少に転じた。
